自動販売機設置に係る市有財産の貸付け（7号、８号、９号、１０号、11号、１２号）一般競争入札参加要領

真岡市が実施する自動販売機設置に係る市有財産の貸付け一般競争入札に参加される方は、次の各事項を確認の上、参加してください。

１．目的

　　　市有施設の一部を貸付け、自動販売機を設置することにより、公有財産の有効活用及び市民の利便性の向上を図る。

２．内容

　　　市有施設の一部を貸付け、自動販売機を設置する。

※内容の詳細については、自動販売機設置に係る市有財産の貸付け（７号、８号、９号、１０号、１１号、１２号）仕様書を確認してください。
３．入札参加資格要件

　　　次の要件をすべて満たす法人に限り参加することができます。

（１）地域要件

真岡市内に本店を有する者
（２）地方自治法（昭和22年法律第67号）第238号の3及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者でないこと。

　（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号から第4号まで及び第6号の規定に該当する者でないこと。

（４）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147

号）第5条の規定による観察処分を受けた団体及びその関係者でないこと。

（５）国税及び真岡市税の未納がないこと。

（６）令和4年度及び令和5年度において、自動販売機の設置業務及び管理、運営（以下「自動販売機設置運営事業」）の実績を有していること。

　

４．入札参加申込みに必要な書類

　（１）自動販売機設置に係る市有財産の貸付け入札参加申込書（様式第1号）

　（２）登記事項証明書

　（３）国税の納税証明書
その３の３（法人税及び消費税及び地方消費税の未納税額のない証明）
　（４）市税等を完納していること又は非課税であることの証明書
（５）財務諸表（写し・直前決算１年分）貸借対照表

　（６）誓約書(様式第２号)
　　※ただし、（２）から（４）については、入札参加申込書の提出日前３ヶ月以内に
発行されたものを提出してください。

　　　※提出書類は返却しません。
　　　※真岡市が必要と判断した場合には、上記の他に追加資料を提出していただくこ
とがあります。
５．入札参加申込みの受付

　　　入札に参加を希望する方は、必ず入札公告、本要領、入札参加者心得を確認し、自動販売機設置に係る市有財産の貸付け入札入札参加申込書等の必要書類一式を直接持参にて提出してください。
※郵送等による送付、ファックス及び電子メールによる受付は行いません。

　（１）受付期間　　令和７年２月４日（火）から２月１４日（金）まで

（土曜日、日曜日、祝日を除く。）

　（２）受付時間　　午前９時から午後４時まで

（ただし、正午から午後１時までを除く。）

　（３）受付場所　　〒321-4395

　栃木県真岡市荒町５１９１番地

　　　　　　　　　　　　　　 真岡市総務部総務課契約検査係

（真岡市役所本庁舎３階）
６. 質問
　　　仕様書に関して質問がある場合は、下記により質問書を提出してください。
　　(１)提出期限
　　　　令和７年２月１４日(金)午後４時まで(「真岡市の休日を定める条例」に規定する休日を除く。）に提出すること。
　　(２)提出先：真岡市総務部財政課

　　　　　　　　（真岡市役所本庁舎３階）

　　(３)提出方法：ファックス、メールまたは持参

　　　　※持参の場合は午前９時から午後４時まで(正午から午後１時までを除く。)

　　　　ファックス番号：0285-82-1065
　　　　メールアドレス：zaisei@city.moka.lg.jp

　　(４)質問に対する回答：令和７年２月１８日（火）午後４時までに、入札参加申請者全員にファックスで回答します。

７．入札及び開札

　（１）入札日時及び場所

日時　　令和７年２月２５日（火）午後２時から

場所　　真岡市役所本庁舎４階　４０３会議室

（２）開札及び開札時間

　開札は、直ちに入札者又は代理人の立会いのもとで行います。

　    　　　※入札開始時間に遅れると入札に参加できません。
８. 入札の手続き

　（１）入札時に持参する書類

　　　①入札書（代表者名、代表者印、捨印）
　　　②委任状　※代理人が入札する場合
　　　③入札書に使用する印鑑（代表者の実印）
　　　④筆記用具（黒もしくは青のボールペン又は万年筆）
（２）入札方法

　　　 ①入札書に、貸付期間中の毎月の自動販売機の売上額に対する貸付料率を小数点以下第１位まで記載してください。

　　  ②入札書は、入札日当日持参してください。郵送等による入札は受け付けません。

　　  ③入札に参加される方は、入札書に必要事項を記載し、記名・押印（代表者印）をして、入札を執行する職員の指示に従って入札してください。

④代理人の方が入札される場合は、委任状に必要事項を記載し、記名・押印(代表者印及び代理人の場合は、代理人の印)をして、入札日当日に持参してください。
※一度提出した入札書の書換え、引換え又は撤回はできませんので、貸付料率等の記載には十分注意してください。
９．無効となる入札

　　次のいずれかに該当する場合は、当該入札を無効とします。

1 　入札に参加する資格のない者がした入札

2 代理人が委任状を持参しないでした入札

3 入札書に所在地、商号又は名称及び代表者の記名押印がない入札

4 代理人が入札する場合、代理人の記名押印のない入札書による入札

5 入札書の金額を訂正した入札

6 入札書の記載事項が不明瞭で判読できない入札　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
7 同一の入札において他の入札者を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札

8 入札に際して虚偽又は不正の行為があった入札

　　　  ⑨　その他入札に関する条件に違反した入札
１０．入札の辞退

　（１）入札執行の完了に至るまでは、いつでも入札を辞退することができます。

（２）入札を辞退するときは、入札執行前にあっては入札辞退届を総務課契約検査係に直接持参し、又は郵送（入札日の前日までに到達するものに限る。）してください。入札執行中にあっては入札辞退届又はその旨を明記した入札書を入札執行者に提出してください。
（３）入札を辞退した者は、これを理由として以降の指名等について不利益な扱いを受けるものではありません。

１１．開札

（１）開札は、指名通知書に定めた場所及び日時において、入札終了後直ちに入札者立会いのもとで行います。

（２）開札にあたっては、原則として最高の利率をもって申込みをした者とその利率のみを発表しますので、内容に疑義のある方は即刻申し出てください。

１２．落札者の決定方法

　　　　最低貸付料率以上の率をもって有効な入札を行った者のうち、最高の貸付料率で入札を行った者を落札候補者とします。落札候補者については、落札候補者決定後に提出していただく書類から、自動販売機設置運営事業の実績審査を行います。実績審査を行った上で、落札者を決定します。

審査の結果、落札候補者に資格がないと認めたときは、当該入札を無効とし、順次、入札貸付料率の高い者を落札候補者として同様の審査を行い、落札者を決定します。

　　

※落札候補者となるべき者が２人以上ある場合には、直ちに「くじ」によって落札候補者を決定します。なお、同貸付料率で入札した者は全て「くじ」を引くものとし、「くじ」を辞退することはできません。

１３．落札候補者の提出する書類

　　　　落札候補者決定後に提出していただく書類は、次のとおりです。

（１）提出書類

①自動販売機設置運営事業申告書（様式第3号）

令和４年度及び令和５年度に自動販売機設置運営事業を行った実績を

申告する書類

②設置予定自動販売機仕様書（様式第4号）

各場所に設置する自動販売機の仕様（寸法等）に関する書類

③入札貸付料率内訳書（様式第5号）

　　　　 自動販売機番号毎の入札貸付料率を記載する書類

１４．契約の締結等

　（１）契約の締結

落札者は、落札通知日の翌日を起算とし、７日以内（土日祝日除く）に契約を締結していただきます。
契約書に記載する契約貸付料率は契約期間中同率で行います。

　　　　　また、本件契約に貼付する収入印紙及び本件契約締結に関して必要な費用は、借受人（落札者）の負担となります。

（２）契約保証金

　　　　　免除とします。

１５．貸付料の納入について

　　　　各年度の貸付料については、各年度に真岡市が発行する納入通知書により納入してください。ただし、納入の期限の日が金融機関の休日に当たるときは、次の営業日を納入の期限の日とします。

　　　　

１６．その他

　　　　この参加要領に定めのない事項については、すべて地方自治法、地方自治法

施行令、真岡市財務規則、その他関係法令等の定めるところによりします。

様式第１号

自動販売機設置に係る市有財産の貸付け
入札参加申込書

令和　　　年　　　月　　　日

真岡市長　石坂　真一　　様

住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は役職名　　
及び代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
標記の自動販売機設置に係る市有財産の貸付け一般競争入札に参加したいので、必要書類を添えて申し込みます。

１．入札参加案件名
	案件名
	


※　参加を希望するすべての物件番号を記載してください。
　　

２．添付書類
　（１）登記事項証明書　　　

　（２）国税の納税証明書　　

その３の３（法人税及び消費税及び地方消費税の未納税額のない証明）
　（３）市税等を完納していること又は非課税であることの証明書

（真岡市民または真岡市内に本社又は事業所がある法人の場合）

　（４）財務諸表（写し・直前決算１年分）、貸借対照表

　（５）誓約書（様式第２号）

※ただし、（１）から（3）については、発行後３ヶ月以内のものに限る。
　

　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　電話番号：　　　　　　 　担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX番号：　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第２号

誓約書

令和　　　年　　　月　　　日

　

真岡市長　石坂　真一　様

住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は役職名
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　私は、自動販売機設置に係る市有財産の貸付け一般競争入札の参加申込みに当たり、真岡市財務規則その他関係法令を遵守し、当該一般競争入札参加要領に記載する事項を承諾の上、次の事項について誓約します。

１　現在、地方自治法第238条の3及び地方自治法施行令第167条の4第1号の規定に該当する者ではありません。

２　過去２年間、地方自治法施行令第167条の4第2項第1号から第6号までの規定に該当したことはありません。

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号から第4号まで及び第6号の規定に該当するものではありません。

４　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号第5条の規定による観察処分を受けた団体及びその関係者ではありません。

５　真岡市暴力団排除条例（平成24年条例第32号）第2条第1号、第5号及び第6号に該当する者ではありません。

６　真岡市暴力団排除条例第6条及び真岡市暴力団排除条例施行規則（平成24

年規則第40号）に規定する密接関係者に該当する者ではありません。

以上の事項について事実と相違したことにより入札参加資格を取り消されても、真岡市に対し何ら異議を申し立てません。

様式第３号

自動販売機設置運営事業申告書

令和　　　年　　　月　　　日

真岡市長　石坂　真一　様

住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は役職名
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
	案件名
	

	
	


　自動販売機設置に係る市有財産の貸付け一般競争入札参加要領（７号、８号、９号、１０号、１１号、１２号）に基づき、「自動販売機設置運営事業」の実績を次のとおり申告し、全て事実と相違ないことを誓約します。

	令和４年度

実績
	

	令和５年度

実績
	


※各年度の設置・運営場所、箇所数、設置台数等の実績を記載してください。

※記入しきれない場合は、任意様式を添付しても構いません。

様式第４号

設置予定自動販売機仕様書

令和　　　年　　　月　　　日

真岡市長　石坂　真一　様

住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称

及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	案件名
	

	
	


	物件
番号
	自動販売機

番号
	設置予定自動販売機の規格・販売商品等

（機種、形式、寸法、定格消費電力、販売商品の品目等）

	
	
	


※物件番号、自動販売機番号ごとに設置する自動販売機の規格および販売商品の品目等を記載してください。

※記入しきれない場合は、任意様式を添付しても構いません。

様式第５号
入札貸付料率内訳書

令和　　　年　　　月　　　日

真岡市長　石坂　真一　様

住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は役職名
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	案件名
	

	
	


	物件
番号
	自動販売機

番号
	内訳貸付料率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	


※物件番号、自動販売機番号ごとに内訳貸付料率を記載してください。
※記入しきれない場合は、任意様式を添付しても構いません。

参考資料

○地方自治法（抄）

（行政財産の管理及び処分）

第二百三十八条の四　行政財産は、次項から第４項までに定めるものを除くほか、これを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又はこれに私権を設定することができない。

２　行政財産は、次に掲げる場合には、その用途又は目的を妨げない限度において、貸し付け、又は私権を設定することができる。

（略）

　四　行政財産のうち庁舎その他の建物及びその附帯施設並びにこれらの敷地（以下この号において「庁舎等」という。）についてその床面積又は敷地に余裕がある場合として政令で定める場合において、当該普通地方公共団体以外の者（当該庁舎等を管理する普通地方公共団体が当該庁舎等の適正な方法による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該余裕がある部分を貸し付けるとき（前三号に掲げる場合に該当する場合を除く。）。

○地方自治法施行令（抄）
(一般競争入札の参加者の資格)

第百六十七条の四　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。
２　普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。
一　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。
二　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。
三　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。
四　地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。
五　正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。
六　この項(この号を除く。)の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。
○暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抄）
(定義)

第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
一　暴力的不法行為等　別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な行為をいう。
二　暴力団　その団体の構成員(その団体の構成団体の構成員を含む。)が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。
三　指定暴力団　次条の規定により指定された暴力団をいう。
四　指定暴力団連合　第四条の規定により指定された暴力団をいう。
五　指定暴力団等　指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。
六　暴力団員　暴力団の構成員をいう。
　　（略）
(指定)

第３条　都道府県公安委員会(以下「公安委員会」という。)は、暴力団が次の各号のいずれにも該当すると認めるときは、当該暴力団を、その暴力団員が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれが大きい暴力団として指定するものとする。
　（略）
第４条　公安委員会は、暴力団(指定暴力団を除く。)が次の各号のいずれにも該当すると認めるときは、当該暴力団を指定暴力団の連合体として指定するものとする。
　（略）

○無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（抄）
(観察処分)

第５条　公安審査委員会は、その団体の役職員又は構成員が当該団体の活動として無差別大量殺人行為を行った団体が、次の各号に掲げる事項のいずれかに該当し、その活動状況を継続して明らかにする必要があると認められる場合には、当該団体に対し、三年を超えない期間を定めて、公安調査庁長官の観察に付する処分を行うことができる。
一　当該無差別大量殺人行為の首謀者が当該団体の活動に影響力を有していること。
二　当該無差別大量殺人行為に関与した者の全部又は一部が当該団体の役職員又は構成員であること。
三　当該無差別大量殺人行為が行われた時に当該団体の役員(団体の意思決定に関与し得る者であって、当該団体の事務に従事するものをいう。以下同じ。)であった者の全部又は一部が当該団体の役員であること。
四　当該団体が殺人を明示的に又は暗示的に勧める綱領を保持していること。
五　前各号に掲げるもののほか、当該団体に無差別大量殺人行為に及ぶ危険性があると認めるに足りる事実があること。
（略）
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